











































































































































































































総農家戸数 専業農家 第一種兼業農家 第二種兼業農家
南あわじ市 3,731（100） 1,083（29.0） 819（22.0） 1,829（49.0）




～ 0.3ha 0.3 ～ 0.5ha 05 ～ 1.0ha 1.0 ～ 1.5ha 1.5 ～ 2.0ha 2.0 ～ 3.0ha 3.0 ～ ha 総 戸 数
南あわじ市 53（1.4） 596（16.0） 1904（51.0） 832（22.3） 233（6.3）  93（2.5） 2.0（0.5） 3,731（100）


























































































































































































































































































水 　 稲 1,170 35,320 455 430
タマネギ 1,000 52,000 5,200 4,981
ハクサイ 387 20,898 5,400 4,478
レ タ ス 243 5,666 2,332 2,059





（2月） ハクサイ レタス キャベツ
粗収益（円） 185,150 575,000 393,000 592,800 835,200 483,500
経営費（円） 115,409 343,481 262,211 385,975 391,531 245,144
所得（円） 69,741 231,519 130,789 206,825 483,661 238,356
所得率（%）※ 37.7 40.3 33.3 34.9 57.9 49.3
家族労働時間 357 205 196 130 336 151
時間当り所得（円） 1,954 1,129 667 1,591 1,439 1,579
※所得率＝経営費/粗収益・100 出所：兵庫県（1987）地域農業経営指導ハンドブックによる
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その内容を述べることで本稿（Ⅰ）のまとめとしたい。
淡路島最大の平野面積を有する三原平野は，諭鶴羽山地に端を発した三原川が形成した
扇状地を中心に，古い時代から同島の穀倉地帯を形成してきた。明治，大正，昭和戦前期
は，水田の裏作に麦が作付され，小作農による地主層への地代収益を補完する形での米麦
二毛作農業が行われていた。特に，第一次世界大戦後に米価の暴落による農村不況が発生
する中で，家族労働内での野菜作りはみられたものの，それはあくまで自給の範囲内にと
どまるものであり，麦を中心とする複合経営農家が多くを占めていた。
こうした農村不況の打開に，地主層の尽力で大阪南部の泉州タマネギが試作的に導入さ
れた。このタマネギが1920年代には地域内の農家に導入され始め，米と麦に加えた商品作
物として位置づけられるようになっていった。タマネギの導入には，上述した地元の地主
層を中心とする産地商人，そして「淡路玉葱出荷組合」の設立を進めた農会（当時）等がそ
の後も積極的に普及にかかわることで，米と麦を補完する形での小商品化された複合経営
形態が展開されていた。
第二次世界大戦の勃発により，作物統制期が戦時中に到来するが，戦争の終了とともに
その統制は解除される。そして1950年代には麦にかわって水稲収穫の後作としてタマネ
ギが作付されるようになった。
当初，タマネギの導入に際しては，三原川扇状地扇端部の湧水がみられる榎列地区では，
半湿田が多く，その作付は困難であった。このため，半湿田でも作付・栽培が可能なハク
サイが地区の二作目の野菜として選ばれ，導入されていった。数年が経過し，タマネギの
作付期間が短い品種が同地区の農家と農業試験場の努力で開発されると，従来の中生米を
早生米に切り替えて稲の収穫期を早め，後作のハクサイ（数年後レタス中心に変わる）の作
付と収穫を終えてから，2月にタマネギの栽培を行うことが可能となった。かつて条件不
利とされた三原川扇状地扇端部（榎列地区）では，三毛作体系が可能となり，旧三原郡のみ
ならず淡路島内で最も露地野菜生産の集約化が進んだ地区として，園芸産地の形成を牽引
する重要な役割を果たしていった。付け加えて説明するが，扇状地の扇端は地下水位が高
く，湧水がみられ，早生米の灌漑用水を自由にいつでも取水することができたからである。
これに対して，扇状地の扇頂部，扇央部の乾田地帯では，水稲の後作にタマネギを導入
することは早くから可能であった。しかし稲作のための灌漑用水は地下水位が低いため
に，上流部の溜池に依存するほかなかった。これらの溜池灌漑は，地域特有の水利慣行（配
水を地域平等に行うための順番決め）が存在した。6月中旬～下旬に配水を割り当てられ
た地域は早期（5月）の田植えによる稲の前進栽培で，後作に2種類の野菜を導入すること
が不可能であった。こうしたことが，同時期に配水が割り当てられる扇状地扇頂部（八木・
寺内地区）において水稲＋タマネギによる水田二毛作体系の固定化につながったのである。
水田二毛作であれ水田三毛作であれ，「三原営農方式」の組織をあげた取り組みは，当該
地域を，商品生産に特化した複合経営による野菜の主産地化に大きく前進させることに
なった。扇状地扇端部の榎列地区，扇状地扇頂部の八木・寺内地区は自然条件の違いが作
付体系の相違をもたらしたものの，両地区ともに各農家は乳牛を飼養していた。このため，
自家で生産される稲藁を飼料にした乳牛の堆肥が野菜作りに良好な有機肥料を提供した。
この有機肥料の自給体制が，タマネギをはじめとする野菜の品質を高める大きな力とな
り，有畜二毛作・三毛作農業が「三原営農方式」の重要な柱となっていった。
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ところが，1970年代後半になると，こうした有畜二毛作・三毛作体系の維持が困難にな
り始める。第二次世界大戦後に伸び続けた我が国の乳牛生産は，需給調整段階期を迎えた
のである。これによってもたらされた乳価の低迷は，乳牛飼養農家に対してコスト削減の
ための効率性を求められることになった。この結果，酪農経営は多頭飼育による専門経営
が必要になり，従来の水稲・野菜生産と少数頭飼養の組み合わせによる農家は酪農からの
撤退を余儀なくされることになった。具体的な数値は次稿（Ⅱ）で詳述するが，水田三毛
作の核心地区である榎列地区では，1975年に240戸の水田三毛作兼酪農家が存在していた
が，1985年には両者を兼ねる農家は98戸に減少する。このことは個別経営内における堆肥
の自給体制の崩壊を意味するものであった。また，1960年代から1970年代の日本は農業基
本法の制定による畜産，果樹，園芸等の新しい成長力のある農産物を地域の条件に応じて
伸ばす「選択的拡大」方針が打ち出されており，全国的に市場向け農産物の主産地化が進
行した時代であった。本稿で扱う三原川扇状地のタマネギをはじめとする園芸作物も，そ
うした農業政策の一環として位置づけられたものであった。その結果として，当初のうち
は需要に合わせた生産物の生産拡大により販売価格は上昇したものの，全国各地の主産地
化と消費需要の頭打ちは主産地の生産過剰を生み出し，1970年代後半は好市況期を過ぎて
価格安定もしくは低迷期に入ったのである。当然，生産農家にもその影響があらわれ，販
売量の頭打ちがみられるようになる。タマネギを例にとるならば，春播き秋収穫の北海道，
秋播き春収穫の兵庫県，佐賀県，愛知県，静岡県等の道県が主産地化を成功させる中で，相
互に産地間競争を行う状態を作り出していった。
この結果，三原川扇状地の野菜生産は，扇端部の榎列地区を中心として，タマネギを最
重点の基幹作物に据える一方で，レタス，キャベツ，ハクサイ等，複数の作物を導入するこ
とで，単一作物依存に対するリスク分散を図ろうとする，いわば「多品目三毛作耕種農業」
が生まれることになった。ここでの生産者は，農業経営の専門家を目指す専業・第一種兼
業農家で占められ，地域農業発展の牽引的役割を果たしていくことになった。これに対し
て溜池灌漑に農業用水を依存する扇頂部の八木・寺内地区では，水稲とタマネギを中心と
する水田二毛作体系を維持しながら，残った労働力をその面積を拡大させる専業・第一種
兼業農家と，農業外の就業に向かう第二種兼業農家に分かれていった。
もともと，「三原営農方式」を支えた有畜二毛作，三毛作体系は，高品質，高収量の野菜
生産を保証する重要な生産体系であった。しかし，前述したように，酪農部門の多頭化に
よる専門化と野菜生産農家の酪農部門からの撤退は，個別経営内における堆肥の自給シス
テムの崩壊を招くことになった。その結果，農地は化学肥料依存による地力減退，経営コ
スト増等の問題を生じさせた。また，タマネギやハクサイ等の生産物は重量野菜であるこ
とから，高齢化が進行した農家にとって過重労働負担としてのしかかった。こうした諸問
題を抱える中で，複数作物の野菜の主産地を継続させていくためには，地域農業の担い手
となる専業・第一種兼業農家と，高齢者農家や第二種兼業農家との間における，農業労働
負担の「手間替え」による農地流動が求められた。加えて，酪農家と野菜専作農家間との稲
藁交換を通じた地域内での有機的結合が図られていった。図4の点線枠内で示した商品生
産特化的複合経営がそれにあたる。そしてそれらの地域農業の担い手は，三原川扇状地扇
端に立地する榎列地区を中心とした専業・第一種兼業農家であることに変わりはない。し
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かし，堆肥の供給システムを維持するためには，耕種（水稲・野菜生産）農家と，酪農専業
農家が協働・連携し合うことが求められた。酪農家は，飼養中の餌代のコストを削減して
耕種農家からの稲収穫後における稲藁の供給を受ける。耕種農家は酪農家の乳牛の餌とし
た稲藁が含まれた堆肥を受け取り，野菜の圃場に有機肥料として施肥する。こうした両者
の交換システムは，市役所（三原町役場，後の南あわじ市）とJAあわじ島との両者の仲介
と補助金の支給によって本格化していった。（18）　もとより，地域農業の中心的作目は野菜
である。しかし，この野菜作りを持続可能にさせるために，収益の低い水稲が地力維持の
役割を果たしていることを忘れてはならない。代搔きや田植え時において田への農業用水
の導入は，土壌に養分を与えるだけではなく，消毒効果を発揮させることになる。その結
果，後作に行われる基幹作物（野菜生産）の連作障害を防ぐことになるのである。この様に，
水稲を農地のクリーニングクロップとして位置づけながら，稲藁交換による地域内での堆
肥供給システムを堅持出来たことが，野菜作りのための環境保全型農業の持続的発展につ
ながってきたのである。
また，地域内の担い手農家と零細（第二種）兼業農家との「手間替え」を進行させたこと
は，野菜の主産地としての地位を堅持し続けることに成功したといえるだろう。しかし，
その一方で，半年間を通して手間のかかる野菜生産に従事することの過重労働による肉体
疲労が生産者に重くのしかかっていった。特に取り扱う生産物が重量野菜であることが多
く，腰痛をはじめとする健康障害の発生が問題となっている。当該農村の多くの水田は，
耕地整理が行われておらず，不整形な農地が広がり，10aレベルの水田を数か所に分かれ
た分散型の土地所有形態を示している。圃場整備期間中の所得保証が得られないことが，
一部の水田を除いて，作業効率の低い不整形な圃場を残存させる結果となっている。また，
重量野菜に特化した生産形態であるが，今後はより軽量な野菜として，レタスの増反が考
えられる。その他にも，グリーンボール，ミニトマト等の栽培を開始する農家もあり，こう
した動向にも注目すべきであろう。図4の点線枠内の地域関連図は，明石海峡大橋架橋以
前の1980 ～ 1990年代半ばの状況を示したものである。1998年の明石海峡大橋架橋後は，
京阪神地方との陸上輸送による交通アクセスが中心になり，これまでの集団的輸送園芸産
地としてだけではなく，集団的かつ近郊的園芸産地としての役割を有することになるかも
しれない。
以上，本稿（Ⅰ）では，水田三毛作農業が成立するまでの導入期段階から産地確立期に至
るまでの経緯と発展形態を，地域内外の社会経済的条件を踏まえて論じてきた。しかし，
1980年代に成立した「三原営農方式」に基づく水田三毛作農業は，その後の20年間におけ
る社会・経済的条件の変化によって，さらなる変化がもたらされてきている。次稿（Ⅱ）で
は，産地確立期の1980年代後半と，産地成熟期の2000年代半ばの水田三毛作農業の特色
をミクロな視点から個別経営中心の営農実態把分析を行うことで，集約的園芸産地の存在
形態を浮き彫りにすることにしたい。
（201612.25受稿，2017.1.30受理）
（18）  稲藁交換のための補助金については，野菜生産農家は堆肥1トンの購入に際して農協と市からあわせて1，
050円，畜産農家に対しては堆肥供給した場合，農協と市から1トン当たり250円の助成金が支給された（2006
年8月JAあわじ島資料をもとに，営農部長，盛野元氏からの聞き取りによる）。
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〔抄　録〕
中世に起源をもつ日本の水田三毛作農業は，現代農業においても生産形態を変えながら
高度な集約的農業として引き継がれている。本稿は，兵庫県南あわじ市の三原平野に展開
される事例をもとに，その成立と変容を明らかにしたものである。当該地域は，諭鶴羽山
地に端を発する三原川扇状地を中心に，古くから島内最大の穀倉地帯が形成されてきた。
明治～昭和戦前期は，水稲の裏作に麦が作付けされる米麦二毛作が一般的であったが，農
村不況打開のため，より高収益の得られるタマネギが大阪泉州を参考に導入され，第二次
世界大戦後は北海道に次ぐ産地を形成し，米＋タマネギの水田二毛作体系が確立した。そ
の生産は酪農から得られる堆肥を有機肥料にした土づくり，担い手となる専業農家と零細
兼業農家との手間替えによる農地流動を進めた「三原営農方式」と呼ばれる地域営農が基
本となっていた。この地域の営農形態は，地域内の自然条件の差異，優れた人的資源の存
在等により，水稲＋タマネギ＋レタス・キャベツ・ハクサイ等の組み合わせによる水田三
毛作農業へと発展することになった。高度経済成長期以降の食生活の洋風化，京阪神市場
を中心とする，冬季野菜の高値販売，好市況等の社会経済的条件に加えて，水稲をクリー
二ングクロップに組み入れて，野菜の連作障害を防ぐ循環型農業として市場向け野菜を中
心とした現代の水田三毛作農業の形態は20世紀後半に最盛期を迎えたといえる。
